電磁波との係わり合い
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まえがき

　電磁波と私の係わり合いは古く50年以上にもなります。私の災害との出会いが、電気災害ですから、その因縁は極めて古いものがあります。電気災害とはいうものの、災害に遭遇した場所が無線の送信機ですから、電気による感電災害と高周波による火傷が伴ったものです。

　電気は直流の5，000ｖ、高周波は１0EQ \* jc2 \* "Font:Century" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(メガヘルツ),MHz)前後の短波の送信機です。直流は付属の整流器で整流して、供給電源としてのものでした。これらの電源は増幅器の電源として、各増幅器の陽極へ供給されます。

　増幅器は最終段で用いるもので、当時のものは1ｍ以上もある水冷型の真空管です。昼間と夜では電波の伝播が異なる(昼間は周波数の長い方､夜間は短い方)ため、周波数の切り替えを行うものです。これらの措置が当時は、全て手動という幼稚なものです。

　でも、これらの切り替えを行う時は、電源を停止して行うようになっていました。この手順に従えば災害は起こらないはずですが、もし、間違って扉を開いた時は、ドアスイッチが働いて自動停止するようになっていました。だが、故障しがちな機械が当時のものでした。

　この送信機を定期試験をしたグループが、ドアスイッチが不良ということで、これを効かなくしていました。だから、扉を開いて中に手を差し込めば感電することは目にみえていることです。

　さー、波長の切り替えだということで、中へ手を差し込んだら仰向きに倒れ即死ということになりましだ。直ちに、横浜国立病院に運びましたが、腕の部分は高周波と感電で青くなっていて、心臓が停止していました。当時は現在のような教育訓練は全くありません。

　死人に口無し、責任もあいまいのまま葬儀を済ませたというものです。現在のような組織的な活動などもなく、責任者の責任等もありません。第二次大戦直後の敗戦の惨めな世相でした。横浜市戸塚区深谷町1812「戸塚無線送信所」の出来事でした。

　このようなことで、災害との最初の出会いが死亡事故です。

　電磁波というものは、通常、商用周波(50Hz)から宇宙線にいたる広範囲のものを指します。感電と言われるものは、商用周波と言われる50,60Hzです。他の領域では、エネルギーが高い場合は、相応の対応が必要になりますが、低い場合は、健康傷害が問題とされます。

　また、技術開発でどのような方向に進むかによって、安全・衛生的な施策が新たに求められるか判りません。ＩＴ革命と言われますように、全く未知数な分野が開拓され、新たな課題が生まれるかも知れません。

　すでに、1億総近眼と言われるような時代に入ってきています。リニアモーターカーの極大エネルギーからレーザ光の応用による影響など、安全・衛生は「後追い施策」が多い現実を見つめつつ話しを進めてみたいと思います。

1． 電磁波と安全の概念

電磁波は主として、電気エネルギー(50or60Hz)を基に、高周波以上の領域の総称です。したがって、波長の分類により応用範囲が異なり、災害対応も異なったものとなります.通常、感電災害といわれるのは、商用周波(50or60Hz)による使用電圧によるものです。

他の領域においては、使用するエネルギーが小さいため、身体障害をもたらす衛生的課題が多くなっています。電磁波の分類を示したのが表1です。

	波長区分
	使用区分
	使用分類
	波長区分
	使用区分
	使用分類

	100ｋｍ

10　km

1　 km

100　m

10　m

1　　m
	商用周波、可聴下周波

可聴周波、その他

極長波

長波

中波

短波

超短波
	電力、通信、その他

長距離船舶通信、他

放送、他

国際間放送、その他

テレビ、携帯電話等
	10 cm

1 cm

1 mm

100 μm

10 μm

1 μm

100 nm 
	マイクロ波、極超短波

センチ波、マイクロ波

ミリ波、マイクロ波

サブミリ波、遠赤外線

赤外線

可視光線

近紫外線、以下
	通信、他

通信、他

通信、他

レーザ通信、他

レーザ通信、他

照明、他

各種


(注)　ｖ=ｆλ(ｖ=電波の速度(s)、ｆ＝周波数(Hz)、λ=波長(m)、nm=EQ \* jc4 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ar(\s\up 9(－9),10)m
表1　電磁波の使用区分

表1に示されるように、商用周波を除くと、主なる使用分野は通信とされますが、産業界では、電熱、乾燥(赤外線乾燥等)、加熱(高周波加熱等)､溶接(溶接､アーク溶接等)､溶解、炉、加工､精密加工（レーザ光）等で使用されています。これらの分野に使用するエネルギーは高いから､安全・衛生面から検討を加えなければならないものもあります。

電磁波の特徴として、周波数の低い方では導体の内部に電流が通りますが、高周波になるにしたがって導体の表面に流れるようになります。マイクロウェーブ以上になりますと、最早導体の内部に流れず表面に輻射されるようになります。導波管を利用したり、レーザ光では、光ファイバーを使用するようになれます。

このため、商用周波では感電傷害が主体となり、高周波以上になりますと、主として火傷が問題とされます。さらに、レーザ光では直射を受けた場合の目の影響が取上げられています。衛生的課題はエネルギーが小さい場合であって、エネルギーが大となると､まだ､未知数の課題が残されています。

最近とくに、携帯電話の普及により､そこから輻射される電波が､他の電気機器等に吸収それ半導体を主体とする機器の誤動作が問題視されています。特に医療機器等は微小な電流を扱うため、その誤動作による停止が問題となります。

本質的に半導体のダイオードやトランジスターは整流性がありますので、誤動作の要因を排除するためには、内部機器を電気的に遮蔽する以外に方法はありません。これは、非常に難しい課題です。

また、ＣＲＴ(ブラウン管)を常時直視するための、VDT問題があります。

1．感電災害の大要

　大きな分類として次のような分け方があります。

　①　電圧による危険性の分類

　②　設備のﾌｪｰﾙセイフ化による安全化

　③　設備の基本的な安全化

　④　取り扱いの安全化

(1)　電圧による危険性

　電圧による危険性の分類は、大まかに分けて次のようなことがいえます。

	電圧別　　交直流別
	直　　　　　流
	交　　　　　流

	低　　圧
	750Ｖ以下
	600Ｖ以下

	高　　圧
	750Ｖを超え

7000Ｖ以下
	600Ｖを超え

7000Ｖ以下

	特別高圧
	7000Vを超えるもの





表2　電圧の種別

①　低圧電気　　低圧とは直流700Ｖ以下､交流で600Ｖ以下をいいます。一般的に私た　　ちが取り扱う電気は､危険性も考慮して200Ｖ以下とれています。また、取り扱い上からの規制を定める「労働安全衛生規則」では、通常の使用場所では、50Ｖ以下については対象から外しています。
　　水中等の特に危険が伴う場所では、2．5Ｖ以下を危険性が無いものとしています。

　また、400V回路では人が触れる恐れが少ないように設備されています。

　　したがって、低圧電気による危険性は、100Ｖと200V回路について考えるようになっ

　ています。

　②　高圧電気　　通常の高圧電気というのは、3300Ｖ、6600Ｖ回路が対象となりますが、

　通常の場所では、6600Ｖとされています。この電圧は直接触れることは出来ませんの

　で必要な隔離方法、電気絶縁化が施され、接触危険性はないものとされています。この

　ために､危険源に近接又は接近さらに接触するときには、相応の保護又は防護を行うこ

　ととされています。

③　特別高圧　　特別高圧電気は、活線に触れることはもとより近接することも危険であ

　るというものですから、完全に囲い、遮蔽されているのが通例です。また、一般的な

　保護・防護を取ることはできません。このために災害事例も稀れです。

(2)　設備のﾌｪｰﾙセイフ化

　電気設備は基本的には、囲い・遮蔽・絶縁化等により、ﾌｪｰﾙセイフ化するのが通例です。

100Ｖ、200Ｖ回路においても、絶縁化等により人が触れても安全化が図られているのが

通例です。そのような考え方で設備されるようになっています。設備については、ＪＩＳ､工事については、電気設備技術基準(解釈例規)によります。

(3)　設備の具体的な安全化

　電気設備の安全化の基本はフェールセイフですが、フェールセイフを完成させるための条件が残っています。それは次のような諸点です。

　①　接地を施すこと。　　電気機器の接地は感電防止の基本的条件です。対地電圧150

Ｖ以下で､床面等が絶縁化されていて、電気に触れても感電危険性の無いもの以外の

場所では、接地を施すことになっています。

対地電圧が150Ｖを超える回路では、接地の省略は認められていません。
②　漏電遮断器を設備する。　　感電防止用漏電遮断器(定格感度電流30ｍＡ以下､0.1秒

　以下で遮断)を設備するときは、接地条件が緩和されます。詳細は、電気設備技術基準

　の解釈例規及び労働安全衛生規則を参照してください。

③　感電危険性の無いようにする。　　機器を絶縁化する等、安全に使用できるような形

　でになっているものは、①､②を行わなくてもよいことになっています。詳細は、電気

　設備技術基準の解釈例規及び労働安全衛生規則を参照してください。

(注)　危険性の少ない50Ｖ以下に対しては、緩和の規定があります。詳細は、電気

　設備技術基準の解釈例規及び労働安全衛生規則を参照してください。

(4)　取り扱いの安全化

1 取り扱いの安全を図るためには、労働安全衛生規則に定められた諸規定を守る

　必要があります。この規則に該当しない方も準用することをお勧めします。

2 取り扱い安全のためには、「安全作業手順(作業標準)」を作成して､不安全箇所を無

　くし、必ず励行する必要があります。また、見直しを行います。特に、保護具､
　防護具､防具の使用を厳格化します。

3 労働安全衛生規則等法令に規定されたことを遵守する必要があります。

詳細は、これらの法令等を参照する必要があります。

電気による災害には､感電と火傷がありますが、その被災内容は無傷害､傷害､死亡災害が紙一重であるというものが発生しています。１/4は死亡災害となっています。次のようなことを再認識してください。

①　安全作業手順を作成して必ず励行してください。

②　保護具、防護具､防具を完備します。

③　自己責任原則を認識します。
④　漏電遮断器は命を守ります。
⑤　接地は電気の基本です。
⑥　危ない作業には必ず作業指揮者をつけます。
⑦　初心にかえって安全教育を行います。
⑧　活線、活線近接が電気の危険点です。
2． 高周波による影響

電磁波の中で高周波と言われる範囲は、長波からマイクロ波までで、電磁波を媒介するものは導体(導波管)です。前述したように、そのエネルギー源は商用周波の交流です。電磁波は導体上を伝播するもので、周波数の低いものは内部にも流れますが、高くなり､マイクロ波ともなりますと、最早､導体の表面から逸脱して空間へ電磁波が輻射されるようになります。

マイクロ波になりますと、導波管の中を伝播して伝送の役目を果たすようになります。エネルギーを目的とした使用方法では、導体又は導波管を利用しますが、通信を行うために使用する場合は、増幅してあるエネルギー(KW)に達したら､アンテナから電磁波を空間に輻射して目的を達します。又は光ファイバーによる伝送が行われます。

これらのバンドでは、その扱うエネルギーも通信用では比較的に小さく、ｗ～Ｋｗまでで、人体が直接触れると火傷(やけど)を負います。むしろ駆動電源(交流または直流)による感電傷害の方が問題です。

産業用では､高周波を用いた電気炉、加熱炉､乾燥炉等は、エネルギーも大きく直接触れると問題です。前者と同様に駆動電源(交流または直流)による感電傷害の方が問題です。加熱方法としては、誘導加熱､誘電過熱、放射過熱があり、乾燥方法としは、高周波乾燥､赤外線乾燥(後述)します。

産業用として利用する場合は、その電磁波の伝播特性の、物理性を応用するものですから、

被物体の内部を加熱・乾燥するか､表面を加熱・乾燥するかによって使用する周波数が異なります。したがって、人への対応は､波長とエネルギーによって大幅に異なります。.

	利用種別
	周波数帯
	発振器と利用方法
	人への影響

	低周波誘導炉
	50・60Hz
	誘導により､亜鉛・黄銅等の溶解
	感電災害と同様に対処

	高周波誘導炉
	１～10kHz、400ｋHz
	誘起されるうず電流を利用
	同上

	低周波誘導加熱
	商用周波程度
	うず電流による加熱
	同上

	高周波誘導加熱
	5０0Hz以上
	高周波MＧ､発振器により､被物体の表面加熱等、表皮作用
	やけどを考える

	誘電加熱

(マイクロ波加熱)
	各種～マイクロ波
	被物体の誘電体を加熱するもので､深部加熱に適する．中骨作用
	電磁波の漏洩を考える

フェールセイフ化

	放射加熱

赤外線等の放射


表3　各種の加熱･誘導炉の利用

　通常､使用される範囲のエネルギーでは、直接高周波に触れない限り､人体に対する影響は報告されていません。

　ただしマイクロ波で、2400Mz帯でエネルギーが高くなると、この照射を受けると致命的な影響をうけます。電子レンジでは、これを防止するために、電磁波が洩れないように遮蔽するとともに、危険性があるときには、機器を停止するようになっています。人体の細胞を死滅させるからです。完全にフェールセイフ化されています。

3． 光領域のエネルギーと人体対応

レーザ光以下の波長で、赤外線領域､可視光線､紫外線領域以下の波長です。電磁波の一端を占めるといわれる放射線には、電離放射線といわれるα線、β線、γ線及び中性子線があり、そのエネルギー量によっては､人体に大いに影響を与えます。

各領域における内容は次のとおりです。
	領域別
	人体に対する影響､その他
	記　　事

	レーザ光
	　レーザ光で人工的に使用されるものでは、一般的に指向性がよく、ある一点に照射きれると目の障害や影響を受ける。
	金属の精密加工等に使用しようとするものでは、エネルギー量が非常に大きい.

	赤外線
	　遠赤外線、近赤外線によって、物(人体を含む)

の加熱深度が異なり、エネルギー量と利用目的との共生が必要です。 
	　暖房等にしようする場合、一定のエネルギー以上を長時間照射すると悪い影響が出ます。

	可視光線
	　380～760ｎｍのもので、黄色550ｎｍを視感度最高とした分布を示すものです。通常のエネルギーでは問題はありません。ＣＲＴとＶＤＴの課題があります。
	　ＶＤＴに対する課題としては、照度に対するコントラストが問題となる。1億総近視を防止するにはどうしたらよいか！

	紫外線
	　エネルギーが大きくなり、照射時間が長くなるとガン発生との係わり合い。エネルギー量が大きいものは、殺人光線とも言われる.300ｎｍ以下
	

	Ｘ線､他
	　レントゲンに係わる規制を参考とされたい。
	

	電離放射線
	　電離放射線に係わる規制を参考とされたい。
	


表4　光領域のエネルギー対応

　表4に示される内容も、波長によるエネルギー量が、どの位なら人体に影響が出てくるかというようなことは、特定なものを除いて殆ど解明されていません。

　

4． 携帯電話と電波障害とは

携帯電話に使用される周波数の領域は、超短波を超える領域デ500～1000MHzのものです。問題となる要因は、ＩＴの急速の発展により、至る所でＩＣ等の部品が使用され、この半導体製品が、トランジスター、ダイオードと言われるものから構成されているからです。

トランジスター、ダイオードは、電気的に交流を整流するという性能があります。ということは、通信以外の装置として製作されたものでも、通信用の電波等を受けて整流するというものです。整流されたものは、目的外の場合には、ノイズとして受信され、誤動作の要因になるというものです。

いろいろな半導体製品が縮小され、IC､LSIというものに縮小され、感度､性能が非常に高くなっています。ということは、微弱な電波を捉えて、そのノイズによって動作してしまうというものです。

これらの半導体を主体にした製品は、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(おびただ),夥)しい数に達しています。また、携帯電話等の通信に使用されている台数も夥しい数に達しています。したがって、公共の安寧が保てないという事態が到来したというものです。

このような趣旨で、どんな時に問題になるかについて知っておく必要もあります。

①　受信だけなら問題はありません。　　電波を受ける時の電界強度が非常に低いです

　から、他に影響を与えることはありません。

2 送信するときには、微小の電波でも電界強度は送信機(携帯電話機)の近傍では､比較

的高く、近傍の可動機器に影響を与えるようになります。
近傍の可動機器には、どのようなものがあるか、(20～30ｃｍ以上離して使用)

医療用機器、身体機能を維持するための医用機器(ペースメーカ他)､生産機器、保護機器､信号機器等いろいろのものがあります。

　それでは、電波からの影響を無くすためには、どのような方法が良いでしょうか！　次のような方法が考えられます。

　①　携帯電話の電源をOFFにする。影響を与えると考えられる、場所の近傍では、電源

　　をOFFにします。病院内、電車・バス等内、影響を与えると考えられる機器等の近傍。

　　これらの措置は、応急的な退避策です。被対象物から送信アンテナを離したりします。

　②　恒久的なものとしては、被物体側の遮蔽を考える。受けた電波をバイパスするための

　　ノイズ除去(フィルター)を考える。とは言っても簡単には進みません。

　公共の場所で､みだりに携帯電話で会話することは、害を考える前に、周囲の人に不快の観念を与えることも考えなければなりません。

　ＩＴ革命と言われる前に、いろいろと災いの出ることを想定して、あらゆる方法を取る必要があります。技術革新には、必ず歪みと加害的影響の出ることを強く認識しておく必要があります。また、飽和現象のあることを！

5． ＶＤＴの人体への影響

ＶＤＴそのものは、電磁波とは直接関係ありませんが、光を眼で追うという現象は､調和が保たれないと人への影響が出てきます。これがＶＤＴの課題です。

周知のように、ＶＤＴ作業はＣＲＴ(液晶画面)を直視して行う「コンピュータ」(ワープロ)

に係わる作業ですから、バックグランドである照明とのコントラストが問題となります。

　人は元来、このような作業には慣らされていません。したがって、最も適合した環境条件を見出し、作業時間を設定しないと、心身の疲労が伴い各種の病気を誘発するようになります。

　これも電磁波の中における「可視光線」に係わる問題です。

　その詳細は、「ＶＤＴ作業の労働衛生実務」(中災防)にOA化に伴う動向と各種の影響について解説されています。次の3点です。

　①　健康に及ぼす影響　　健康管理について、眼に係わる問題が主に解説されています。

　②　作業環境管理　　コントラストを中心に解説しています。

　③　作業管理　　作業負荷､作業時間、休息時間等の適正化を解説しています。
あとがき

　電磁波に係わる諸問題は、取り留めのない広い分野を形勢しています。電気災害については、長い歴史がありますので、その内容も解析され、いろいろな対応が出されています。だが専門者である電気技術者の対応に一抹の不安を覚えます。これは、専門者であるがための一種の怠慢ではないかと思われます。

　商用周波、音声周波、長波，中波、短波､超短波､極超短波、レーザ(光周波)､赤外線、可視光線､紫外線、Ｘ線、宇宙線と言われる広範囲の電磁波も、通信の手段に利用されている段階では、エネルギーも小さく人への影響はありませんでした。

　しかしながら、エネルギーとして利用する段階では、そのエネルギー量によって、人への影響は無視できなくなってきました。加熱・溶解・加工等に応用される低周波・高周波利用、

加熱等に応用されるマイクロ波利用、精密加工に応用されるレーザ光、過熱等に応用される赤外線、可視光線を応用して作業するＶＤＴ、紫外線の応用、Ｘ線利用(レントゲン)どれを取っても、そのエネルギー量によって、生態系になんらかの影響を与えます。

　危ないものについては、予めフェールセイフに努め生態系への影響を排除していますが、

生態系への判然としないものについては、結果判定を待つというものも、かなりの数に達しているようです。

　その多くは、眼に対する影響です。反面、エネルギーを調整することによって、人の健康管理に利用する方法も、かなりの数に達しています。電磁界の影響を含めて新しく開発される巨大エネルギーに対しては、人への影響を無視して、開発することのようにしていただくことを期待します。不十分な内容に対してご批判をお願いいたします。

　電磁波およびその関連として開発が進められている内容には、エネルギーの小さい範囲のものばかりでなく、大きなエネルギーを持った施設の設置が予想されます。その内容は次のとおりです。
　①　超高圧の50万ボルト以上の施設　　強電界下の生態へ及ぼす影響、動植物への関係、環境関係等

2 強大なエネルギーを利用した電磁波施設の人体との関係

3 リニアモータの応用からくる強大電流による人体への影響

4 燃料電池の普及により様々な技術的内容が出てくる可能性（安全性、爆発危険性等様々なことが想定されます。
5 光応用に伴う人体機能の障害

このように、電磁波を取り巻く諸問題は、いまだ未知数のものが多く、時間をかけないと答えがみえてきません。

電離放射線については、すでに解明されつつある問題と、原子力利用の面で発生が予想される問題は今後の課題となります。以下その説明をします。
　　　　　　　　　　　　　　
電離放射線とは
技術士・労働安全コンサルタント　矢島　藤一
１．電離放射線とは
　物質を構成する原子の原子核には、安定なものと不安定なものがあります。不安定なものは電磁波や粒子などの放射線を放出しながら態様が変化するものです。この態様が人体に係わり合いを持つ場合に、この放射線が問題となるものです。このような放射線を出す元素を放射性同位元素といっています。この放出される放射線は、物質を構成する元素を電離させる性質を持つので電離放射線といっています。
　電離とは、通常の状態では、原子は電気的な性質が中性ですが、放射線により外殻電子が飛び出した状態は中性でなく＋イオンとなります。また、電子1個が外部から注入されれば、原子は－イオンとなります。それぞれの原子によって、イオン化し易いものと、イオン化しにくいものとがあります。受け入れられる場のある原子が電子1個を受け入れれば、－イオンになり、原子の外殻電子が1個電離されれば、＋イオンとなります。身体が障害を受けるのは、身体を構成している原子、分子が電離されるからです。その要因が放射線です。
　電離放射線は､X線発生装置、粒子加速装置、放射性物質から放射されます。そして、様々な分野で利用されていますので、被爆する機会は少なくありません。また、自然界からも広義の放射線に曝されています。身体の外から受けるものわ体外被曝といい、体内に入った放射性物質は体外に放出されるまで体内被曝を受けます。そして、ある臓器に沈着すればその臓器が被爆を受けることとなります。非密封の放射性物質の取り扱いでは、体内被曝と体外被曝を受けます。
　電離放射線(以下「放射線」いいう)には、粒子線としてのＸ線、γ線(以上電磁波)、β線(電子線)、α線(陽子線､重陽子線)、中性子線などがあり、また、電磁波のγ線やX線がありいずれも透過力が大きく、α線(粒子線)やβ線(電子)は電離能力が大きいなどの特徴があります。これらの放射線は一定の限度を超えて、人体に放射されれば身体傷害を引き起こしたりしますので、電離放射線障害防止規則の対象となり、その取り扱いにはいろいろな規制を受けることになります。
放射線の単位は、ベクレル(Bq)―「クーロン毎キログラム(C／kg)、グレイ(Gy)、シーベルト(Sv)が使われます。このうち、シーベルト(Sv)は放射線による被爆管理を行ううえでとくに重要です。その内容を図１に示します。
　被爆の型はいろいろありますが次ぎのようなものがあります。
1 短時間に大量にうける。放射線に直接曝される場合で、核分裂の起こったとき、原子爆弾、核物質に直接関与したとき等があります。
2 間歇的にうける。
3 比較的微量を連続してうける。
核分裂は次第に少なくなり減衰します。その放射量が半分になることを半減期といっています。多くの核物質は半減期が長く、10~50年と長期間放射線を放射しつづけます。体内に放射性物質を吸収すれば長期間に亘って臓器が侵食されることになります。内部被爆
でα線を受ければ電離作用が強いので最も危険です。
　吸収線量が大きければ、体内組織の吸収エネルギーが大きく、電離が強く起こり、細胞は大きなダメージを受けます｡X線やγ線のような電磁波と中性子線などの粒子線との障害を比較すると、同じ吸収量でも後者の方が強く障害が現れるといわれます。線量当量の単位をレム(rem)「ICRR勧告の単位では、１シーベルトSv＝100rem」が用いられます。
　ここのように、体内被曝は長期間に亘って身体を侵食するので留意しなければなりません。

図１　放射線の単位
　放射線は身近なこととして、放射線障害ばかりが指摘されますが、利用例としても数多くあります。人体に影響を与えない範囲の利用方法です。
1 X線による医療上の診断や治療
胸部のレントゲン撮影、各種の放射線治療です。
2 化学分析や溶接部の非破壊検査
X線よりも透過力が大きいγ線は溶接部の検査に有効です。
２．放射線障害
　放射線による健康障害を防止するためには、放射性物質を線源として利用する場合の影響です。線源が密封されているか否かによって、密封線源、非密封線源に分けられます。前者を外部被爆、後者は外部被爆と体内に取り込まれた後に、放射性物質からの放射線による内部被曝に二者に注意する必要があります。
　外部被爆には、全身被爆と局所被爆があり、全身被爆は身体全般が均等に被爆を受けたもので､局所被爆は皮膚や手足など身体の一部が被爆した場合をいいます。外部被爆の典型的な例は、原爆や放射性物質に直接曝された場合で、X線やγ線等による体内の各種臓器に致命的な障害を与えます｡
　放射線に被曝することにより様々な健康障害を発生しますが、その内容は、身体的影響と遺伝的影響に分けられ、身体的影響のうち、被爆後数週間以内に皮膚、造血、消化管障害等が現れるものを早期障害といい、数年から数十年の後に発ガン、寿命短縮等の障害が現れるものを晩発障害といっています。遺伝的影響は次世代以降に現れるもので、これらのものを評価するためには、確率という考え方が必要とされます。
　放射線による健康障害是うしの立場から、図２に示されたとおり、被曝線量と反応の関係から確定的影響(非確率的影響)と確率的影響とに分類されます。確定的影響には、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(しきいち),閾値)と呼ばれる影響の発生する最小の線量があり、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(いき),閾)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(せんりょう),線量)を超えて被爆しないかぎり健康障害は発生しないと言われます。
　確率的影響の場合には、閾線量が存在しないため、僅かな線量でも被爆頻度の増加とともに健康障害の発生確率が増加します。
　国際放射線防護委員会（ICRP）による放射線防護の目的は、確定的影響を防止し、確率的影響を容認できるレベルまで低減することとされています。言い換えれば、被爆量が限度(閾値)以下であっても可能な限り低くする管理体制が求められます｡
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図２　放射線の線量と反応の関係
３．放射線等の測定及び管理
(1) 作業環境の管理のための測定
　作業環境管理のための作業環境測定は外部放射線による線量当量率、また、放射性物質取扱作業室等放射性物質を取り扱う作業場については、空気中の放射性物質の濃度を測定ことになっています。
　「外部放射線による実効線量と空気中の放射性物質による実効線量との合計が3ヶ月につき1,3mSvを超えるおそれのある区域」と定義される管理区域を設定する際にも測定が必要となります。
(2) 被爆管理を行うための測定と放射線障害
　①　測定
　管理区域内で放射線業務に従事する労働者を「放射線業務従事者」といいます。このため、放射線による健康障害の防止のための被曝限度(表)が定められています。被爆限度は、放射線が人体に及ぼす確率的影響を評価するための実効線量と、確定的影響を評価するための等価線量が用いられます。
	実効線量
	等価線量

	放射線業務従事者
　100mSv／5年
　かつ、50mSv／年
　(妊娠の可能性のある女性の放射線業務従事者；5mSv／3月)
	· 眼の水晶体：150mSv／年
· 皮膚：500mSv／年
· 妊娠中の女子の腹部表面：2mSv／年
(妊娠と診断されてから出産まで)


表１　　放射線業務従事者の被爆限度
3 放射線障害
　　200レム以上の被爆では死の危険があり、半数致死量は400レム前後と考えられます。その時の状態を表２に示します。いろいろな症状が現れるが詳細については専門書を参照してください。
　表２に被爆による内容を示します。

　　①　急性被爆による線量と障害の所見　　　　②　慢性被爆による皮膚の変化
表２　放射性被爆による所見と変化
　症状の例を示しますと次のとおりです。
　①　全身被爆　　造血臓器(骨髄、リンパ組織)の障害(血球の減少)

　②　死亡　　200レム以上で危険です。致死線量は400レム前後
　③　永久不妊　　200～300レム以上でいろいろな態様
　④　眼　　300レム以上の大量被爆で水晶体の混濁(白内障)は数年後
　⑤　悪性腫瘍　　大量被爆により確率的障害があらわれます。
　予防の原則として上げられるものは次のとおりです。
　①　体外被曝の減少策　　ⅰ遮蔽　ⅱ距離を取る　ⅲ時間間隔、図２参照があります。
　②　体内被曝　　ⅰ閉じ込め　ⅱ清浄化、によって汚染を防止します。
　具体的には次のようなことがあれます。
　イ区域設定と標示(立ち入り禁止等)　ロ個人的被爆とモニタリング(作業者の年線量当量)

ハ環境モニタリング(定期的に環境測定)　ニ医学的監視(医学的に監視)

　ホ教育訓練(正しい知識を持たせる)

	0~25
レム
	25~100
レム
	100~200
レム
	200~300
レム
	300~500
レム
	600レム
以上

	臨床的影響は認めない、遅発てきなの作用あり。
	リンパ球と
好中性の軽度の一過性の減少。能力喪失の疾患は一般的でない。被爆したものは、日常の仕事は実施できる。遅発作用がある。しかし平均的の個人に重大な作用は考えられない。
	悪心と疲労。125レム以上で嘔吐をおこすことがあり、リンパ球と好中球が減少し、その回復は遅い。遅発作用のため平均寿命は１パーセント短縮。
	最初の日に悪心と嘔吐、潜伏期は２週間あるいはそれ以上の潜伏期のあとで症状は現れる。しかし重傷なものではない：食欲減退、全身のだるさ、咽頭、顔面白、点状出血、下痢、軽度の衰弱であるか、あるいは外傷、感染症のため併発症を起こさない限り約３月で回復
	最初の数時間に
悪心嘔吐及び下痢、潜伏期には明確な症状はない。
これは約１週間持続。
脱毛、食欲減退
全身不快感及び発熱が第２週に起こり、その後で第３週に出血
紫斑、点状出血
口内と咽喉の炎症、下痢及び衰弱。一部のものは２～6週に死亡。450レムの被爆をうけたものの死亡率50％
	最初の数時間悪心、嘔吐及び下痢
一部の症例では、最初の週に、短い潜伏期があり、明確な症状はない。第１週の終わり頃に下痢、出血、紫斑、口内と咽頭の炎症、発熱、急速に衰弱し第２週に死亡、被爆した人の死亡率は
100％。


(USAEC資料より)
表２　外部放射線に急性的に被爆したときに受ける効果の総括
(3) 工学的対策
　放射線といっても、物理的対応はいろいろあります。放射線が透過するか、吸収されるかといった防御対応を考えなければなりません。周知のように、放射線を大きく分けますとα線、β線、γ線、中性子線等、X線があります。それぞれの電気的性質が異なります。
　α線は陽子線ともいわれ、＋の電気的性質を示します。β線は電子線ともいわれ、－の電気的性質を示します。＋、－の性質を示すものでは、電気的な遮蔽が容易となります。
γ線は電磁波といわれ、電気的には＋、－の性質を示しません。電磁波はその範囲が極めて広く、50Hzの商用周波から長波、中波、短波、超短波、極超短波さらに、レーザ光から赤外線そして可視光線、紫外線、Ｘ線、宇宙線等が入ります。その物理的性質が異なり、使用目的、エネルギー量により、様々な態様があります。あるものは、人間に有用なものもあり、あるものは有害となるものです。
Ｘ線或いは中性子線は勿論電気的性質は中性ですから、エネルギー量が一定の閾値を超えると人体に極めて有害となります。というのは、電気的な遮蔽ではその防御が難しいからです。いわゆる、特定の遮蔽方法を取らないと遮蔽できないからです。γ線等による非破壊検査等では、エネルギー量が大きいため、遮蔽効果が望めず距離による減衰効果を期待するものもあります。X線や中性子線は透過力が極めて強いからです。
このための、被爆防止対策と距離の確保による方法の概要を図3に示します。
1 鉛による防御方法
　線源の周囲を鉛で覆ったり、遮蔽のための衝立を置いたりして放射線を減衰する方法を取ります。放射線技師が鉛で覆ったものを着用するのもその例です。
2 距離確保の方法
　放射線は線源からの距離を取ると減衰するので効果的です。この場合には、一定の範囲を管理区域に指定して、作業は区域外で行ないます｡
3 被爆時間の制限
　エネルギー量が少なく放射線防護が十分行なえない場合は、被爆時間を制限して総被爆量を限度内になるよう時間管理を行います。その内容等は別規制として示されます｡




①　密閉遮蔽


　　　　　　　　　　　　　　

②　被爆時間の制限
図２　放射線の工学的対策
(4) こんなことはしていませんか
　γ線等による非破壊検査では、線源の格納容器からの出し入れは、ワイヤーを利用して遠隔操作が行なわれるが、ワイヤーが切れたり、ひっかかったり、して線源が格納容器に格納されていないのに、格納容器に近づいて多量に被爆するという災害が発生しています。
このような災害を防止するには、格納容器に近寄る際にサーベイメータで常に線量を確認することが不可欠です。「安全作業マニュアル」を作成して実施する必要があります。

４.電離放射線使用外防止規則の抜粋
　(基本原則)

第1条 事業者は､労働者が電離放射線を受けることをできるだけ少なくするように努めなければならない。
(定義等)

第2条 この省令で「電離放射線」(以下「放射線」という。)とは、次の粒子線又は電磁波をいう。
一　アルファ線、重陽子線及び陽子線
ニ　ベータ線及び電子線
三　中性子線
四　ガンマ線及びエックス線
　　２　　この省令で「放射性物質」とは、放射線を放出する同位元素(以下「放射線同位元素」という)、その化合物及びこれらの含有物で、次の各号のいずれかに該当するものをいう。ただし、その濃度が、７４ベクレル毎グラム以下の固体のもの及び密封されたものでその数量が3.7メガベクレル以下のものを除く。
以下省略
　(管理区域の明示)
第3条 省略
以下詳細は、同規則を参照されたい。
筆者紹介
　　　略歴　　昭和50年まで､日本電信電話公社（現NTT）において無線･電力装置の設計、建設､保全の業務､並びに管理業務に従事する。
昭和51年より､（社）東京電気管理技術者協会会員（支部技術安全委員長）として8年、新入会員講習会講師として(約20年間)活躍。電気保安功労賞(平成元年、通商産業大臣表彰)、他多数
（社）日本労働安全衛生コンサルタント会会員(各種委員、安全衛生コンサルタント編集委員10年、総務委員、埼玉支部副支部長)として活躍。この間、電気安全・労働安全・労働基準協会連合会等－各企業等の安全教

　　　　　　　　育・安全管理者・安全衛生推進者の教育。　国家試験資格取得
技術士｢科学技術庁長官登録｣・労働安全コンサルタント｢労働大臣登録｣　第2種電気主任技術者・第1級無線技術士資格取得　　　　　　　　　　　　　技術士・労働安全コンサルタント　　矢島　藤一
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Bq





放射能の量


放射性核種が単位時間に崩壊する原子数





照射線量


空気中の電離したイオンの全電荷数





Gｙｙｙ［





吸収線量


物質の単位重量当たりに吸収されたエネルギー





Sv





線量当量


吸収線量に生物学的効果を考慮して補正した線量





300レム　　　脱毛


500レム　　　紅斑、色素沈着


850レム　　　水泡形成、びらん形成


1000レム　　潰瘍形成








第1度　　　色素沈着と脱毛


第2度　　　乾性皮膚炎


第3度　　　慢性皮膚炎


第４度　　　潰瘍形成











時計
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